
施策・基本事業評価表

優先度：成果＝高。財源＝低。●男女共同参画推進室　　勤労者家庭支援施設

番号 施策の対象 施策のねらい 区分 施策の成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

5-5 市民

男女が互いに人権を尊重
しつつ、能力を十分に発揮
できる社会が実現されてい
る。

成果

男女が平等だと思う市民の
割合（％）

※数値の表示は上からつぎ
のとおり
　全体で見た割合
　男性の回答者で見た割合
　女性の回答者で見た割合
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男女が平等と回答した割合は、ほぼ
横ばいであるが、前期目標値は達成
している。平等と感じている割合は、
女性より男性の方が依然と高い。「学
校」「職場」「家庭」「地域」の各分野別
では、平等と答えた方の割合が最も高
いのは、「学校」で77.7％であった。一
方「職場」37.5％、「家庭」46.7％、「地
域」46.4％と平等感は低い状態にあ
る。年代別に見ると、どの分野におい
ても平等間は年代が上がるごとに低
く、男性優位であると感じている割合
が高い状態が続いており、今後も継続
した啓発活動が必要である。

庁内においては、男女共同参画計画
に基づき、担当課と連携しながら、実
施事業を進める。
男女共同参画社会の推進のため、あ
らゆる機会をとらえて、実現に向けて
の取り組みに市民への参加を呼びか
けていく。
また、これまでに育成してきた男女共
同参画サポーター等を活用した啓発も
行う。

番号 基本事業の対象 基本事業のねらい 区分 基本事業成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

成果

「男は仕事、女は家庭」とい
う固定的な役割分担意識の
解消に賛成する市民の割
合（％）

31 3 32 4 31 9 32 9 32 9 34 6 35 6 33 5 横ばい

性別役割分担意識の解消に賛成する
人の割合（設問に反対と答えた人の
割合）はほぼ横ばいである。しかし、
意識の解消に反対する人（賛成と答え
た人）は38.6％と賛成する人を約5ポイ
ント上回っておりその傾向は依然とし
て変わらない。固定的な性別役割分
担意識の解消が、男女共同参画社会
づくりにどう影響するのか啓発していく
必要がある。
また、専業主婦志向が依然高い傾向
にあるが、背景には、最近の経済不
況による雇用の悪化や労働環境の不
十分さも影響していると思われる。ま
た、一方ではこのような社会情勢の
中、夫婦の考え方、生き方も多様化し
ているとも言える。
年代別にみると、50歳代まではいずれ
の年代においても反対より、賛成のほ
うが上回っているが、60歳代以上にな
ると反対する割合が変わらず高い状
態にある。

男女共同参画社会の推進について啓
発するために、出前講座や地域での
集まり等、様々な機会や人材を活用し
た説明を行ったり、「広報ちくご」や「ふ
らっと」等の機関紙、HPを活用し情報
の発信に努め、また、県あすばるや近
隣市町村等での男女共同参画社会の
推進に向けたイベント等の紹介にも努
め、男女共同参画社会の実現に向け
て啓発活動を行う。

代替
男女共同参画に関する啓
発延べ人数（人）

2,116 2,540 2,857 2,682 2,609 2,228 2,497 2,600 1,447 2,000 不調

全体として前年度より参加者が大きく
減少したが、これは、男女共同参画啓
発イベントを単独で開催したことによる
集客全体の減少に起因するものと思
われる。
「映画上映会」については、前年度よ
り微増。託児付イベントの「ゆっくり読
書タイム」「ゆっくりシネマタイム」「家
族でシネマタイム」を計10回開催した
が、少しずつではあるが、参加者が増
えてきている。。

講座や講演会等は講師によって参加
者数が大きく左右されるので、講師の
選定には十分な情報収集を行う必要
がある。
これまでに育成してきた人材（サポー
ター）が、地域での出前講座や研修会
等で講師を務められるように、また、あ
らゆる機会に男女共同参画の講座を
取り入れてもらうよう要請する。
好評である「ゆっくり読書タイム」など、
集客効果のあるような周知方法を工
夫する。

成果
審議会・委員会の女性の登
用率（％）

25 8 28 0 25 5 24 6 28 9 29 4 32 7 40 0 31 9 40 0 横ばい

女性を登用する委員会等は徐々に増
加傾向にあるが、女性が1人もいない
委員会等もあり、全体として登用率が
横ばいとなっている。女性がいない委
員会等は、その性格や背景等により
女性の登用が困難な場合もある。、目
標値を達成するためには、公募枠が
ある場合、女性を積極的に登用してい
く必要がある。

筑後市審議会等の委員選任要綱を遵
守するとともに、各委員会等の状況か
ら女性委員の選任がどの程度できる
のか、担当課と協議を行う。

成果
区長・公民館長の女性の登
用率（％）

4 6 5 3 5 3 5 3 6 0 6 8 7 9 7 0 7 9 8 0 順調

女性の町内公民館長は前年同数であ
るが、前期目標は達成している。行政
区や地域での方針決定の場に男女が
共同して参画する必要性を啓発し、行
政区長会や公民館連絡協議会に男女
共同参画社会の理解と協力を引き続
き求めていく必要がある。

行政区長会や公民館連絡協議会に趣
旨の説明を行い、協力を求めていく。
地域に女性の意見がより多く反映され
るよう女性のエンパワーメントを向上さ
せるため、セミナー、研修会等の情報
提供を行い、女性の参加を促す。

28年度
（目標値）

施策名

28年度
（目標値）

様々な啓発活動を行うこと
で市民が、男女共同参画
社会の必要性を認識して

いる。

市民

23年度17年度 18年度

男女共同参画社会
の推進

02

01

基本事業名称

男女共同参画社会の実
現に向けての市民への

啓発

24年度22年度21年度
前期
目標値

まちづくりにおける女性の
参画の推進

市民（女性）

積極的な参画のための環
境づくりを行政が行うこと
で、地域や行政などのまち
づくりへの女性の参画が
増加する。

23年度20年度19年度17年度 18年度

21年度20年度
前期
目標値

19年度 24年度22年度
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28年度
（目標値）

基本事業名称 24年度22年度21年度
前期
目標値

23年度20年度19年度17年度 18年度

成果 ＤＶ発生件数（件） - - 8 16 23 19 48 - 38 - －

ＤＶの発生件数は、昨年度より減少し
ているが、これを基にＤＶが少なくなっ
ているとは考えにくい。ＤＶは、家庭
内、夫婦間の問題と捉えられ、相談し
にくい環境にあるため、今後も引き続
き相談窓口の広報を行っていく必要が
ある。

ＤＶの相談については、より相談者の
立場に配慮した対応が必要となるた
め、今後も職員は研修による自己研
鑽に努め、相談員としての資質を向上
させ、各相談機関と連携することで、
相談者の問題解決に努める。

代替
女性問題などに関する相談
件数（件）

185 263 157 148 122 124 88 418 150 目標達成

相談件数は、昨年度より大きく増加
し、目標をはるかに上回っている。
相談窓口についての情報を、広報等
に毎月掲載していることで、身近な相
談窓口として、少しずつ認知されたこ
とに加え、近年の相談内容が、深刻
化・複雑化しており、同一の相談者が
継続して相談してくる場合もあり、委託
しているホットライン（専門相談員を配
した電話相談）の利用が進んだことが
件数が急増したひとつの要因である。

相談体制は、前年度まで週５回（月～
金曜日）の専門相談員による電話相
談（女性ホットライン）、月１回のレ
ディース法律相談や勤労者家庭支援
施設の相談員による相談窓口があり、
この体制の周知拡大を行うことによ
り、身近な相談窓口として利用数の増
加を目指してきた。今年度からは、機
構改革により相談業務全般を男女共
同参画推進室へ移し、女性支援相談
員を設置することで、更なる相談体制
の強化を進める。また、職員も研修等
により自己研鑚に努め、相談員として
の資質を向上させ、各相談機関との
連携を深め、相談者の問題解決に努
める。

04
制度・行政組
織

男女共同参画社会の実現
に向け、様々な制度や組
織などが整備され、事業計
画が着実に実行されてい
る。

成果

男女共同参画推進に関す
る事業実施に対する男女共
同参画題審議会による評価
（点）

4 8 4 9 4 7 5 9 5 9 5 8 6 4 7 0 6 3 7 5 横ばい

24年度は、23年度の実施事業に対し
て評価を受ける予定であったが、新し
い男女共同参画計画が既にスタートし
ており、報告のみでよいとの審議会か
らの意見に基づき、報告を行った。

行動計画に基づいた実施事業につい
て各担当課との連携を図りながら事業
の展開をする。
行政職員のための男女共同参画セミ
ナー等を積極的に受講してもらうこと
で職員の意識を高める必要がある。

03

男女に関する人権
保護と相談体制の

充実
市民

男女共同参画推進の制
度・推進体制の整備

ＤＶ等の虐待の防止
や保護とともに、男
女に関する人権の
相談体制が整ってい

る。


